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1　は　じ　め　に
産業動物臨床 ･家畜共済委員会
は日本獣医師会の常設委員会とし
て以前から設置されている．筆者
は公益社団法人 全国農業共済協
会推薦の家畜共済担当理事として
本委員会に十年以上携わってお
り，本稿では前期委員会及び今期

委員会の取組み状況を中心に報告したい．

2　前期委員会報告（令和元年度～2年度）の概要
（1）獣医療提供体制整備基本方針に向けた対応について
新たな獣医療提供体制整備基本方針の策定に際し，現
場の産業動物獣医療に関わる課題等を抽出し，その取組
みが基本方針に反映されるよう農林水産省に設置された
獣医事審議会計画部会の委員である本会役員や部会委員
から積極的に意見具申を行った．その結果，診療施設の
整備，獣医師の確保において，「農業共済団体の家畜診
療所等の整備」，「管理獣医師の養成」等が明記されたが，
さらに都道府県が策定する獣医療計画において実効性の
確保が求められる．

（2）将来の産業動物診療体制のあり方について
農業共済制度における診療体制の現状と課題を踏ま
え，今後 NOSAI家畜診療所が目指すべき業務の方向性
として，①繁殖管理，生産性向上指導などを家畜診療と
は別の業務として位置付け，農場と契約を締結して別途
対価を得る等の安定経営への取組み，②地域における
NOSAI獣医師と民間獣医師等との連携推進，③情報通
信機器を活用した獣医療の提供体制の構築が求められる．

（3）農場管理獣医師制度の確立と運用のあり方について
以前から日本獣医師会が要請していた，全ての農場に
対する農場管理獣医師の配置が義務化された．今後，農

場管理獣医師は，個々の農場におけるすべての運営状
況を把握しつつ，高度な知識・技術を修得して，より一
層，畜産経営や国民が期待する高度かつ広範な業務への
取組みが求められる．このため，本会においても「農場
管理獣医師」等を養成し認定するための専門獣医師制度
の速やかな確立が求められる．

（4）診療参加型臨床実習に対する支援について
文部科学省から発出された診療参加型臨床実習等にお
ける学生受入れの協力依頼の通知を踏まえ，当該実習が
円滑かつ効果的に実施され，卒後，現場で産業動物診療獣
医師が十分能力を発揮し，国民の食の安全・安心の確保
に貢献するよう，引き続き積極的に支援する必要がある．

3　獣医師及び獣医療に関する施策の整備・充実につい
て（要請）
2の前期委員会報告（令和元年度～2年度）を受け関
係各省等に要請した産業動物臨床 ･家畜共済関係の主な
項目は次のとおり．

（1）産業動物診療獣医師等の確保と処遇改善
1）地域及び職域における獣医師の偏在を是正するため，
次の施策を講じられたい．
①　獣医学生への就業誘導対策として，産業動物診療
獣医師修学資金制度の継続，獣医学生に対する臨床
実習等を行う農業共済団体等家畜診療所（以下「家
畜診療所」という．），都道府県家畜保健衛生所（以
下「家畜保健衛生所」という．）等の実習受入れ体
制の整備への支援
②　医師等に準じた獣医師独自の給料表の創設，期限
付きの初任給調整手当に代わる恒久的な給与改善措
置等による公務員獣医師及び産業動物獣医師の処遇
改善

2）獣医師の半数を占める女性獣医師の結婚・出産・子
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育てによる離職後の復職に対する支援を行うととも
に，女性獣医師が継続して就業できる職場環境の整
備を図られたい．

（2）高度かつ専門的な獣医療の提供体制の整備
1）愛玩動物看護師法の適正な運用により，次の施策の
実現に支援されたい．（詳細略）

2）「認定・専門獣医師制度」をはじめ，次の高度獣医療
提供体制の構築等に支援されたい．
①　獣医師法第 16条の 2の規定に基づき，診療を業
務とする獣医師に対する卒後臨床教育の実施体制を
強化するための拠点となる家畜診療所等の教育機能
の強化
②　飼養衛生管理基準に基づき全ての農場ごとに定め
られる担当の獣医師等（以下「農場管理獣医師」と
いう．）をはじめ，高度な専門的知識及び技術を備
えた獣医師を育成する「認定・専門獣医師制度」の
構築
③　「認定・専門獣医師制度」において認定された研
修等を受講し付与された専門獣医師の名称等の広告
が可能となるよう獣医療法第 17条における獣医療
広告制限の緩和

3）畜産経営の大型化と立地の過疎化に伴う家畜診療所
等の統合・広域化の進展等を踏まえ，次の施策を講じ
られたい．
①　都道府県・広域地区単位での家畜診療所，開業獣
医師，家畜保健衛生所等の効果的な役割分担と連
携・協力による広域的な獣医療提供体制の構築
②　家畜診療所については，地域の基幹的診療施設に
位置付けるとともに，農業保険制度に基づく保険診
療の業務及び収入にとどまらず，健全な畜産経営に
不可欠な生産獣医療全般を業務として収入源の多元
化を図ることによる運営体制の強化
③　農場管理獣医師による飼養衛生管理基準の遵守，
要指示医薬品の慎重使用等を含む畜産経営の衛生管
理の一元化，農場管理獣医師の氏名等の家畜保健衛
生所への届出・登録及び農場ごとの飼養衛生管理状
況の適正な報告等，家畜保健衛生所と一体となった
監視指導体制の強化
④　産業動物・愛玩動物診療領域における人工知能
（AI）や情報通信技術（ICT）等の活用により，離島，
僻地等の獣医療遠隔地の畜産経営，緊急・夜間診療
等に対する愛玩動物の飼い主等の獣医療に対する高
度かつ多様なニーズを踏まえ，適正な診療の提供を
確保した上でのオンライン診療等の対応方策の整備

4　感染症に対する危機管理施策等の整備・充実
（1）豚熱，アフリカ豚熱等越境性動物疾病に対する防疫

体制の充実・強化に向けて，次の施策を講じられた
い．（詳細略）

（2）動物由来の人獣共通感染症等に適切に対処し，安
全・安心な人と動物の共生社会を構築するため，次の
ようなワンヘルスの実践体制の構築を図られたい．
（詳細略）
（3）薬剤耐性（AMR）対策をはじめ動物用医薬品等の
適正・慎重使用の確保及び迅速かつ安定的な供給を図
るため，次の施策を早急に講じられたい．（詳細略）

5　今期委員会の検討課題
2及び 3を踏まえた今期の検討課題は次のとおり．

（1）都道府県における新たな獣医療を提供する体制の
整備を図るための計画の策定のあり方（教育機関とし
ての診療施設の取組みを含む）
｢獣医療を提供する体制の整備を図るための基本方針｣

（第 4次）が公表され，各都道府県では，現在「都道府
県における獣医療を提供する体制の整備を図るための計
画」（以下 ｢都道府県計画｣）の見直し ･策定を行ってい
る．｢都道府県計画」の見直し ･策定にあたっては，前
回計画の検証 ･評価を実施し，改善された計画を県内関
係者で共有することが肝要である．
また，県内の農業共済家畜診療所等産業動物診療施設
については，診療以外の技術提供サービスの収益化等
や，産業動物獣医師養成のための公的教育施設として位
置づけされたことを受け，積極的な取組みを行う必要が
ある．

（2）地域獣医療体制の整備・充実（ア　農場への農場
管理獣医師の定着促進，イ　離島・僻地等に対する獣
医療提供のあり方を含む）

1）農場への農場管理獣医師の定着推進
すべての農場に対し農場管理獣医師の配置が義務化
されたことから，農場管理獣医師育成の教育体制を整
備するとともに，同獣医師への理解醸成と処遇改善を
推進する必要がある．また，家畜伝染病予防法の飼養
衛生管理基準に定められている「担当の獣医師」を，
「農場管理獣医師」とすべきである．
2）離島 ･僻地等に対する獣医療提供のあり方
農林水産省で検討された産業動物の遠隔診療実施体

制の整備を推進する必要がある．産業動物の遠隔診療の
推進のためには農場管理獣医師の監視体制のもと，同
獣医師の責任で農場に置き薬が認められる必要がある．

3）将来を見据えた地域獣医療体制の構築
県内の状況に応じて，農業共済家畜診療所，地方自
治体及び開業獣医師等の連携のため，必要に応じ診療
支援等の協定を締結する必要がある．
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また，県内の状況に応じ，県境を越えた獣医療提供
体制についても整備する必要がある．

6　現時点の検討状況
（1）農場管理認定・専門獣医師制度の構築について
農場管理認定・専門獣医師制度の構築については，畜
産分野への取組みを先行させる予定である．

（2）産業動物の遠隔診療の活用について
農林水産省では令和 4年夏を目途に遠隔診療の Q&A

や活用事例集をまとめて提示する予定．

（3）「都道府県計画」の見直し ･策定について
策定した「都道府県計画」について，関係機関及び関
係者が理解し，対策に協力する環境を作っていくために
は，関係者・機関による協議会の定期開催が必要である．
都道府県計画は努力義務であるが，令和 5年度の奨学
金制度を利用する場合は，令和 4年度中の提出が必須と
なっている．

（4）農業共済家畜診療所について
農業共済家畜診療所の役割は，診療参加型臨床実習へ
の協力等多岐にわたり，処遇改善や多元的な収入源の確
保のためにも農業共済団体のモデル定款改定の検討が必
要である．

7　お　わ　り　に
産業動物臨床を取り巻く情勢は，近年大きく変化して
いる．産業動物臨床・家畜共済委員会では，その状況に
応じて新たな検討課題を協議し，報告を取りまとめてき
た．産業動物臨床・家畜共済委員会の報告は，残念なが
らすぐに行政対応に反映されることはあまりないが，こ
こ数年の状況をみると，ある程度の期間をおいて現場に
反映される項目は多い．
今期検討委員は，別添のとおり産業動物臨床関係の代
表者がそろっており，時流に応じた議論を進めていると
ころである．今期のスケジュールは別紙のとおりまだ進
行中であるが，将来にわたって畜産業と畜産農家に貢献
するため，新たな産業動物診療体制の確立に向けて協
議を進めていきたい．

産業動物臨床・家畜共済委員会委員

【委 員 長】 西 川 治 彦 日本獣医師会理事（産業動物臨床部会長）

【副委員長】 横 尾 　 彰 日本獣医師会理事（産業動物臨床部会副部会長）

【委　　員】 天 谷 裕 次 千葉県獣医師会副会長（千葉県農業共済組合家畜部長）

上 松 瑞 穂 宮崎県獣医師会（宮崎県農業共済組合生産獣医療センター長）

大 竹 昭 仁 広島県西部家畜保健衛生所所長

大 塚 　 浩 熊本県獣医師会（おおつか動物病院代表取締役）

大 橋 邦 啓 埼玉県獣医師会理事（農場管理獣医師協会事務局次長）

岡 本 真 平 北海道獣医師会理事（北海道農業共済組合連合会参事）

小 澤 　 正 石川県獣医師会常務理事

小比類巻正幸 青森県獣医師会（㈲小比類巻家畜診療サービス代表取締役）

酒 井 淳 一 山形県獣医師会（岩手大学農学部 FAMS客員教授）

杉山美恵子 愛媛県獣医師会理事（愛媛県農業共済組合東予家畜診療所松山駐在所駐在所長）

鈴 木 　 博 東京都獣医師会理事（東京都産業労働局農林水産部食糧安全課動物薬事獣医事相談員）

山 村 佳 宏 兵庫県獣医師会副会長（兵庫県農業共済組合連合会家畜部部長）

（令和 3年 2月 9日　現在）

別　添
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令和 3・4年度 産業動物臨床・家畜共済委員会の報告書作成スケジュール（案）

令和 3年度 令和 4年度

委
員
会
の
開
催・

検
討
内
容

★10月21日：
第 33回
委員会
·検討テーマ
の確認及び
意見交換

★ 2月 9日：
第 34回
委員会
·骨子（素案）
に対する意
見

★ 7月上旬：
第 35回
委員会
·報告書（素
案）の検討

★10月中旬：
第 36回
委員会
·報告書（案）
の検討

★ 1月上旬：
第 37回
委員会
·報告書（案）
の最終確認

➡

※
報
告
書
の
提
出

令
和
4
年
度
第
5
回
理
事
会

★
3
月
下
旬

委
員
へ

依
頼

☆ 1月下旬：
骨子（素案）
に対する意
見提出

☆ 6月下旬：
報告書（素
案）に対す
る意見提出

☆10月上旬：
報告書（案）
に対する意
見提出

事
務
局

の
対
応

○12月上旬：
骨子（素案）
の作成

〇 6月中旬：
骨子・報告
書（素案）
の作成 ･委
員宛送付

○ 9月下旬：
報告書（案）
の作成 ･委
員宛送付

○12月中旬：
報告書（案）
の修正 ･委
員宛送付

別　紙


